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社会福祉法人 たすけあいゆい 令和 7年度 事業報告 

 

I. 基本運営方針 

 

１. はじめに 

福祉を通した持続可能なまちづくりを職員一丸となって推進することを最重要方針として、職員達の地道な努

力により、今年度の法人運営を進めてきた。社会情勢の急速な変化や多様化・複合化する地域課題に出会う中

制度の狭間にあるニーズに対しても柔軟に対応すべく、様々な研修や実践を試みた一年となった。 

 

２. 法人全体の経営体質の強化 

① 利用者ニーズの把握 

特に新規の利用者獲得に課題がある事業所に利用者アンケートを実施し、ニーズの把握に努める。 

デイサービスさくら、訪問介護事業所ゆいわかばにて利用者意向調査を実施した。職員の接遇を振り返る

場面にもなり、調査結果が良好であったことが職員のモチベーションとなった。各利用者からのニーズにつ

いて一つずつこたえられるよう業務改善会議を実施し、運営改善に努めた。 

② 人材育成 

長く働き続けてもらえるよう、定年後も働き続けたい職員に対し、法人内の業務をコーディネートする。 

各部門内で協力し、横断的な人財育成を実施する。 

定年前後の職員に長く働き続けられるよう、個別に面談を実施し、業務内容や勤務時間など必要に応じ

て変更を実施した。部門内での横断的な人材育成には至らなかったが、令和 8年度には部門内での研修実

施等を計画し人材育成に取り組みたい。 

③ ＢＣＰ（事業継続計画）の周知と訓練 

数か月に１回実施している職員全体の安否確認訓練を継続する。各事業所のＢＣＰをもちより、机上訓練、 

実施訓練などを振り返り、ＢＣＰの改善につとめる。 

職員全体の安否確認訓練を継続し、訓練に参加できなかった職員へは個別に対応し全員が訓練に参加

できる環境を整えた。年に 1 回大規模訓練を実施し、参加できる利用者と共に一時避難場所への避難を実

施した。各事業所でＢＣＰを作成し、机上訓練を実施した。 

 

３. 部門別事業報告 

各部門の事業計画の達成状況について報告する。 

 

高齢者・まちづくり部門全体の事業報告 

① 高齢者の社会的孤立の解消を目指し、その人らしく生活を営んでいただけるよう、認知症カフェやケアプラ

ザでの活動を地域へ広めていく。 

達成・認知症カフェを 4回実施し、地域のボランティアの方や認知症高齢者のご家族が参加され、認知症の

家族や支援者への啓発活動につながった。睦地域ケアプラザでは単身高齢者の男性向けの男トレの実施

や、介護者の集いや認知症サロンへ出席し、地域独自の活動が継続できるよう支援した。 

② 高齢部門事業所全体での利用者増を急務とし、各事業所で連携し、新規利用者獲得、高齢部門全体での

収益の安定化を図る。 
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未達成・部門全体では、昨年度より利用者増となっているが、一部事業所にて利用者数減となり未達成とな

る。引き続き令和 8年度も部門間の連携を強化し、利用者増へ繋げる取り組みを継続していく。 

③ BCP 計画の実施開始となり、定期的な訓練を通じ、各事業所及び部門全体での問題点や計画の見直しを

おこない部門全体で BCPの改善を図る。 

達成・各事業所にて定期的な避難訓練、計画書を見直し、部会にて共有をおこなう。 

又、全体でのＢＣＰ災害時用避難訓練を実施した際、安否確認等共有ツールの活用を試行した。令和 8 年

度も同様な合同避難訓練をおこない、改善点等を部会にて共有していく。 

④ 虐待防止委員会、身体拘束適正化委員会を部門会議内にて毎月実施し、各事業所及び法人全体での取

組に繋げていく。 

達成・年一度の法人全体の虐待防止委員会及び毎月開催している部会での虐待防止委員会・身体拘束適

正化委員会において、事案の報告、継続した現状報告をケアプラザ包括を中心としておこない、虐待防止、

身体拘束において発生防止、対応策等の共有をおこなっている。 

⑤ 高齢部門全体において、人員不足が慢性化をしている。積極的な求人及び、人員育成を事業間において

も充実させ、資格取得等の推進及びシステムの構築を長期計画として立てていく。 

未達成・人員不足に対しての新たな求人媒体の活用を実施し、積極的な求人を継続している。又、資格取

得等の推進やシステムの構築に関しては部会にて協議を継続していく。 

⑥ 各事業所での労務管理の徹底をおこない、有給休暇の取得、残業時間の管理等適性化を部門全体で取り

組んでいく。 

達成・各事業所にて労務管理（有給休暇の取得、残業時間の管理）を法人事務局の協力を得ておこなって

いる。令和 8年度も継続して部門と事務局にて労務管理の徹底をおこなっていく。 

 

 

障害児・者部門全体の事業報告 

① 感染症及び自然災害に対する事業継続計画（BCP）の内容について、情報共有を行い、必要に応じて見直

しを図り、事業継続、災害に対する職員の意識を高める。 

『171伝言板』が体験できる 15日に会議を実施し、管理者間で体験を行い、マニュアル作成への手立てと

した。また、備蓄品の状況、内容などを共有し、今後の備蓄購入へ役立てた。 

グループホームと児童発達支援、計画相談の３事業所が法人全体として初めて実施した BCP 訓練に参

加した。 

次年度は就労支援 B 型の２事業所も令和 8年６月１８日に行われる『法人全体 BCP 災害時避難訓練』に

参加予定としている。 

② 月１回の部門会議での情報共有、事例検討、合同での内部研修の企画・実施などの協力体制を強化し、人

材確保やそれぞれの円滑な事業運営、サービスの向上に繋げる。 

令和 7 年度では、『業務改善委員会』を立ち上げ、５S、３M を念頭に置きながら、事業所内での業務改善

の取組みや管理者の困り事を共有し、討議した結果業務改善へとつながった。令和 8 年度をもって委員会

としての活動は終了するが、部門内の会議では継続して取り組んでいく。 

業種の違う事業所との情報共有や事業所の困難事例の支援方法・対応方法について相談できる為、より

良い支援に繋げる事にもなっており、今後も継続していく。内部合同研修の企画、実施は各管理者が多忙

な為、達成には、至らなかった。 
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③ 町内会、子ども会等地域との関わりを深め、その中でできる活動で地域に貢献していく。また、地域ケアプラ

ザと情報共有を行い、地域ニーズの把握に努める。 

平成 25年度から公園清掃、平成 26年度から町内会の地域行事への参加、令和 2年度から近隣小学校

での就労支援活動を継続して行ってきており、より地域との繋がりを深めることができている。令和 6 年度か

らは公園のごみ分別作業が継続して行えており、利用者が地域の中で働くことのやりがいを実感できている。 

また、平成 20年度から継続している『はぴねす』(児童の作品展)の展示を法人内事業所で開始し、令和 6

年度からは、近隣のカフェレストランに掲示することで、地域交流の場を更に広げた。また、障害のある利用

者の ADL が低下し介護が必要な状態となった場合には、介護保険申請が円滑に進むよう、地域ケアプラザ

と連携し必要な支援につなげている。 

④ 職員の育成に関する情報交換を密に行うと共に、部門間で協力しながら職員のメンタルヘルスに配慮できる

体制を整える。 

これまで、採用面談は、該当事業所の管理者と事務局の 2 名で行ってきていたが、採用後の人材育成が

難しい状況を鑑みて、他部署の管理者も同席し、多くの視点で採用の判断が出来る体制を整えた。また、管

理者が抱え込まず、情報交換できる事で、虐待防止やコンプライアンスの対策へも繋がってくる。 

⑤ 虐待防止委員会、身体拘束適正化委員会を毎月開催し、利用者の安全と人権に対する意識を高め、職員

の適切な支援に繋げる。また、法人、他部門とも情報共有し、法人全体への取り組みへと繋げていく。 

令和 6 年度から毎月実施した。案件がなくとも毎月開催する事で案件が発生した時には、すぐに情報共

有でき、その後の状況把握もできるので、職員へのフィードバックがタイムリーに行えている。 

 

 

子ども家庭・まちづくり部門の事業報告 

① 児童福祉にかかわる人財育成に部門全体で取り組み、特に次世代を担う保育士・社会福祉士の育成に取り

組む。 

社会福祉士養成校から 2名、保育士養成校からの 10名計 12名の実習生を受け入れた。また、大学の社

会福祉学科の学生との交流の場を設け、これから取得する資格の価値を理解してもらえるよう、子ども家庭部

門の事業所を利用している児童や保護者への支援について学ぶ機会を設けた。児童福祉分野で活躍する

イメージを持ってもらえるよう、実習生の特性に合わせて指導内容を工夫した。 

② ４半期に１回部門会議を実施し、情報共有を通して事業所間の連携に努める。 

児童家庭支援センターではセンター長会議を定期的に実施し、情報共有を通して事業所間の連携を継続

した。睦母子生活支援施設、ゆいひなた塾、つくしんぼ園との連携については個別ケース支援に必要なカン

ファレンスを実施し、児童の育ちに必要な支援を継続できるよう連携した。 

③ 感染症および、自然災害に対する事業継続計画（BCP）の作成、必要に応じて見直しを図り、防災備品の購

入を計画的に進める。 

防災備蓄の見直しを実施し、ヘルメット、水、必要に応じて食料の補充を実施した。BCP については自然

災害に関するものの作成を進め、令和８年度夏までには完成し感染症に関するBCPの作成はそれ以降に実

施することとなった。 

④ 虐待防止のため、セルフチェックリストによる処遇の振り返りを定期的に実施する。 

各事業所で定期的にセルフチェックリストによる振り返りを実施し、自ら顧みる機会を設け、虐待防止に努

めた。また、法人全体の虐待防止委員会、身体拘束適正化委員会で取り上げた事例から被虐待児への支援
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について事業所間で、ケーススーパーバイズを行うことができ、より良い支援を提供することができた。 

⑤ 子ども食堂など、地域の社会資源とつながり、子どもの居場所の拡充やより豊かな食体験、社会体験を提供

できるよう支援する。 

各事業所と連携している地域の社会資源と児童をつなぎ、児童の心の発達を促すような効果が得られた。

詳細の取り組みについては各事業の事業報告に記載するが、子どもが地域で育っていくために、地域の社

会資源とお互いを理解しあい、尊重できる関係づくりが欠かせないことを改めて実感した。 
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II. 令和 7年度組織図 
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III. 令和 7年度部門別組織図 
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IV. 高齢者まちづくり部門事業報告 

睦地域ケアプラザ 居宅介護支援センター 

令和７年度事業報告 事業所名 居宅介護支援センター 管理者氏名 石川 敏広 

総
括 

令和 7年 4月～10月まですでに上限に近い数値の利用者の受け入れを行っていた。 

10月に新しい職員が入り、利用者の受け入れを強化。特定事業所加算（A）も算定でき、 

収支も安定してきていた。しかし、令和 8年 3月に職員 1名退職。 

主
要
事
業
・
重
点
取
り
組
み 

○積極的に利用者を受け入れ各ケアマネジャー担当利用者数上限に近づける。 

目標として、100名の利用者を受け入れるように取り組んでいた。今年度、要介護の利用者は 28件。 

要支援の利用者は 10件受け入れている。終了ケースが多く、利用者が一番多い月で 96名。 

月平均は 89名。 

○外部研修にも積極的に参加できるように日程調整を行っている。 

内部研修でも動画など活用し、自己研鑽に努めている。 

○社会資源の把握にも努めケアプランに活かし、他部門と連携し、包括的なマネジメントを行う。 

包括支援センターとの合同会議は 2 ヶ月に 1回のペースで行っている。 

それ以外の部署とは介護保険関係の連携は行えていない。 

地
域
へ
の
貢
献
・
取
り
組
み 

○地域ケア会議、ドクターサロンなどで地域の方達が参加している場に同席させてもらっている。 

○11～12月、睦町公園の清掃に参加している。 

 

職
員
育
成
・
雇
用
状
況 

○令和 7年 10月に常勤職員 1名入職。 

○令和 8年 3月末に非常勤職員 1名退職。 

○他の募集については、紹介での申し込みは 2件。書類審査までで面接まで至っていない。 

予
算
の
達
成
状
況 

○要支援の受け入れを強化。昨年から 10件増加している。 

要介護の受け入れも進めているが、施設入所・ご逝去などで数値が上がらない。 

○特定事業所加算（A）が 10月から開始し、収入増加。職員雇用により人件費が増加している。 

当初の予算より収入・支出共に増加。 

特
記
事
項 

○令和 8年 1月にケアプランデータ連携システムを利用開始。 

 少しずつ事業所に声をかけて切り替えを進めている。 

 

  



11 

 

居宅介護支援センター 陽だまり 

令和 7年度事業報告 事業所名 居宅介護支援センター陽だまり 管理者氏名 西村 正平 

総
括 

磯子から堀ノ内へ移転二年目となり、睦地域ケアプラザエリア内としての利点を活かし、地域への周知

活動や地域居宅介護支援との連携に重点をおいた事業運営をおこなってきた。デイサービス陽だまり

とのイベントの開催や認知症カフエの地域の方々への周知活動もおこない、8 年度も引き続き継続し

ていく予定。又、ケアプランデータ連携の運営を各事業所間との連携に活用し業務改善に繋げてい

く。 

主
要
事
業
・
重
点
取
り
組
み 

① 認知症デイサービス陽だまりと連携し認知症の方が居宅において、安心して家族と過ごしていけ

る環境づくりに努める。 

【評価 達成】 

・居宅利用者のデイサービス利用や認知症カフェ開催等、デイサービス陽だまりと連携をおこないなが

ら利用者及びご家族との関係作りに努めた。 

 

② 法人内介護事業所との連携を図り、新規利用者のマネジメントにおいて、法人介護事業所への積

極的なサービス利用を図ることにより高齢部門内において、情報共有及び収益の安定化を目指

す。 

【評価 達成】 

・睦居宅からの新規利用者受け入れや、訪問介護事業所へのサービス依頼等を連携しておこない、

高齢部門全体で連携して利用者の受け入れをおこなった。 

 

③ ケアプランデータ連携の運用を開始し、サービス事業所間及び法人高齢事業所間において、事

業の効率化を図り、ペーパーレス化をおこなう。 

【評価 未達成】 

・令和 8年 2月より居宅においてケアプランデータ連携の運用を開始したが、エリア内のサービス事業

所において、ケアプランデータ連携を普及がまだ出来ておらず、効率化まで実施が出来ていない現状

であるため、8年度中に各事業所間において連携が可能な状態になるよう活用していく。 

地
域
へ
の
貢
献
・

取
り
組
み 

ゆいハイムの入居者の方々との関わりを密にし、介護相談やその他困ったことがあった際の窓口とな

っている。又、イベントの開催や認知症カフェ等の周知活動も町内会と連携しおこなっている。 

職
員
育
成
・

雇
用
状
況 

現在、職員雇用予定なし。 

令和 9年度介護保険改正の情報を収集し対策をおこなっていく。 

予
算
の
達
成
状
況 

昨年度から利用者増に伴い、予算達成。 

8年度も引き続き利用者増に繋げていく。 

特
記
事
項 

睦地域ケアプラザ居宅介護支援センターとの連携を密にし、各ケアマネジャーの持ち件数を毎月共

有し、増減の際には、その都度双方にて調整をおこなっていく。 
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睦地域ケアプラザ 地域包括支援センター 

令和 7年度事業報告 事業所名 睦CP地域包括支援センター 管理者氏名 高橋 裕子 

総
括 

相談件数は長期にわたり関係機関と連携し支援に当たっている事例も増加傾向にある。認知症か

らくる生活支援や経済的な問題、金銭管理に関しての支援が目立った。また複雑な家族関係から

虐待につながる事例も多く、関係機関との細かな情報共有が必要となった。介護保険利用につい

ての相談も多く、予防支援の給付管理も前年より月平均 15 名増となりサービス利用を必要としてい

る高齢者が年々増加している。 

主
要
事
業
・
重
点
取
り
組
み 

・地域住民、近隣の福祉施設や関係機関と連携を図り、地域課題（認知症に関する相談が増大）を

地域ケア会議等で共有し、解決策を検討していく。認知症を理解するための普及啓発のイベント

を継続する。 

⇒コミュニティハウスと共催しての認知症サポーター養成講座や、９月には認知症に関するイベント

を開催し、正しく理解していただくための普及啓発を行った。今年度の認知症サポーター養成講

座には比較的若い方の参加もあり、介護の悩みを話される場面もあった。地域ケア会議でも認知

症の方の事例や社会参加について地域課題として検討を重ねた。・・・一部達成          

 

・宮宿花方面の住民向けに出張により（ビエラ蒔田・蒔田ｺﾐﾊ等）介護予防の事業を他部署、区と連

携し発展させる。ｹｱﾏﾈｼﾞｬｰにも広報し社会資源としての活用を促す。 

⇒出張による介護予防事業（みなみフレイル健診）を開催し、普及強化を行った。介護予防サポー

ターの活躍の場が増えることで、サポーター自身の役割意識向上にも繋がった。・・・一部達成 

 

・5職種会議（主任ケアマネジャー・社会福祉士・看護師・地域活動ＣＯ・生活支援ＣＯ）を 

 行い、地域の情報・事業の共有化を図り自主事業を企画・運営する。 

⇒５職種会議は年に数回の開催だった。地域や事業の共有は日頃から行っており、総合相談に関

しては、毎日のミーティングで支援の方向性を検討や引継ぎを行った。・・・一部達成 

 

・３月に実施された予防支援に対する運営指導の指摘事項を網羅し、適切な予防ケアマネジメント

を行う。 

⇒公正中立なサービスの提供や、委託先のケアマネ事業所と密な連携をはかった・・・達成 

地
域
へ
の
貢
献
・ 

取
り
組
み 

・民生委員・児童員協議会に出席し、連携を図り研修会を行った。（虐待ミニ研修・聞こえの講座等） 

・老人会の要請により、介護予防の講座やエンディングノートの周知を行った。 

・ケアプラザ祭りでは、保健活動推進員や介護予防サポーターの協力を得て健康測定会を開催し

地域住民の健康意識の向上に努めた。 

職
員
育
成
・

雇
用
状
況 

・各職種で必要な研修を受講し、資質向上に努めた。 

・令和８年 4月から保健師を１名雇用したため、事業の引継ぎを円滑に行う。 

 

予
算
の 

達
成
状
況 

・横浜市からの指定管理費の事業予算にある介護予防普及強化事業、チームオレンジ事業に関し

ては予算通り実施。 

・予防支援費に関しては予算達成。 

 

特
記
事
項 
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デイサービス さくら 

令和 7年度事業報告 事業所名 デイサービスさくら 管理者氏名 布川 和宏 

総
括 

・今年度の月平均の登録利用者数は 70名（昨年度 67名、一昨年度 68名）と増加はしているが、            

収入は減収となり、引き続き収支の安定化に取り組む必要があった。 

・活動状況としては、毎月レクリエーション担当職員を決め、創作活動や体操、集団ゲームを企画。 

また季節イベントして夏祭り、運動会、クリスマス会などを実施した。 

・福祉サービス利用者意向調査を実施し、概ね満足との回答を頂いた。一方で、レクリエーションの 

提供に関してやや満足度が低い傾向が見受けられ、次年度改善に努めたい。 

主
要
事
業
・
重
点
取
り
組
み 

１． 利用者の確保及び経営の安定化への取組 （未達成） 

年間の延べ利用者数は、850名（昨年度 811名、一昨年度 825名）と伸びているが、実利用 

回数が減少し、売り上げは前年比▲11％に落ち込んでいる。近年様々な介護サービスを組み 

併せて利用する方が増え、当施設を利用する回数が減る状況となっている。 

２． 職員のスキルアップ、介護技術の向上 （概ね達成） 

通所事業所として必須となっている研修を、毎月の職員会議内で定期的に実施をした。 

また法人全体で取り組んでいる虐待防止委員会や BCP訓練にも担当職員が参加をし、 

フィードバックを行っている。 

３． 地域の方との関係性の向上 （概ね達成） 

毎月、紙芝居や演芸のボランティアの方々がお見えになり、レクリエーションを盛り上げて下さった。 

また近隣の中学校からは、毎秋に数名の生徒さんが実習に訪れて下さり、ご利用者との交流を 

深めている。 

地
域
へ
の
貢
献
・
取
り
組
み 

・ケアプラザで開催された秋まつりでは、ご利用者の作品展示や施設パンフレットの配布を行った。 

地域ケアプラザの貸館を利用している団体から当施設でボランティアを行ってみたいとの申し出が 

あったり、広報紙やＳＮＳを見て、地域で音楽活動をしているグループより見学の問い合わせが 

あるなど地域に開かれた施設となるように取り組んだ。 

職
員
育
成
・
雇
用
状
況 

・非常勤のドライバー、看護師が 1名ずつ退職。特に看護師職は非常に補充の難しい状況がみられ、 

様々な媒体を使って、欠員が出ないように努める。 

予
算
の
達
成
状
況 

・昨年度、一昨年度より売り上げが減少しており、厳しい状況となっている。新規の利用者獲得と共に、 

既存のご利用者の利用回数の増加や単価を上げていくために、引き続き営業活動の強化と 

法人内の高齢部門との連携を深めていく。 

特
記
事
項 

・高齢部門全体で、ケアプランデーター連携システム導入のための準備を進めた。 
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デイサービス 陽だまり 

令和 7年度事業報告 事業所名 デイサービス陽だまり 管理者氏名 西村 正平 

総
括 

磯子から堀ノ内へ移転後二年目となり、睦地域ケアプラザエリア内としての利点を活かし、地域への

周知活動を継続し新規利用者も昨年より増加をした。又、季節でのイベントを夏祭り・ハロウィン・クリ

スマス会等を地域の方々や、法人内における児童との交流会も継続しておこない、双方にとって有

意義なイベントとなり、毎年の恒例行事として実施していく予定である。 

主
要
事
業
・
重
点
取
り
組
み 

① 日常生活リハビリや機能訓練の為の外出を通じ、陽だまり独自のプログラムをスタッフが共にお

こなうことにより、気分転換や楽しみが増え、笑顔で在宅生活の継続に繋がる。 

【評価 達成】 

・日々の日常生活リハビリや機能訓練の為の外出をおこない、下肢筋力の維持や ADL の低下を防

ぐよう努めた。又、堀ノ内町に移転に伴い、季節のイベントを開催し、児童との関わりに重点を置き、

高齢者と児童との関わりを深めることに努めた。 

 

②一日の平均利用者数１０人以上を目標とし事業運営の安定を図る。 

【評価  未達成】 

・一日平均及び介護保険収入等、目標値には達成出来なかったが、令和 6 年度からの利用者数増

加となっており、8年度に向けて更なる増加を目指す。 

 

③利用者及びご家族とのコミュニケーションに重点を置き、利用者が一日を通じ自宅で過ごしている

ような穏やかに落ち着いて過ごして頂けるようご家族との関わりも密にしていく。 

【評価 達成】 

・各イベントへのご家族へのお誘いや認知症カフエの案内の配布や参加声掛けにより、ご家族との

関わりも増えている。又、毎日来所されているご利用者の写真を撮り、ご家族へお渡ししているアル

バムにより、ご家族とご利用者様のコミュニケーションツールとして役立っている。 

又、今年度よりインスタグラムを活用したイベントや日頃の皆様の様子等を発信しご家族からも高評

価をいただいている。 

 

④睦町地域ケアプラザエリアにおける認知症専門機関として中心的な役割を担い、新規利用者獲

得を継続していく 

【評価 達成】 

・昨年からの利用者増及び予算達成となる。睦ケアプラザと連携を図り、三カ月に一度の認知症カフ

ェも地域へ浸透してきており、今後も継続して連携を図りながら、新規利用者の獲得を継続してい

く。 

地
域
へ
の
貢
献
・

取
り
組
み 

日々のプログラムにおける買物や散歩を通じ、近隣住民の方々との関わりが出来ている。 

認知症カフエ開催のお知らせや周知活動により、参加される方も増えているので、今後も継続して

周知化活動を睦町地域ケアプラザとおこなっていく。 

職
員
育
成
・

雇
用
状
況 

介護職員一名が今年度にて退職希望あり、パート職員 2名雇用予定。 

予
算
の 

達
成
状
況 

7年度は予算達成し、8年度も予算の達成を目指す。 

特
記 

事
項 

令和 8年度よりケアプランデータ連携の運営を開始し、居宅介護支援事業所とのデータ連携を生か

し、業務改善をおこなっていく。 
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たすけあいゆいわかば 

令和７年度事業報告 事業所名 たすけあいゆい わかば 管理者氏名 神谷 幸子 

総
括 

利用者のニーズに合わせたサービスを行い、安心して自立した生活ができるようサービスを提供

する。ヘルパーからの報告に素早く対応し関連機関との連携を図り、利用者により良いサービスを

提供することに努めた。 

介護保険、障害福祉は終了者が多かったが新規の依頼も多く収入は少し上がった。受託事業

（産前産後４名）申し込みは多かったが実施に至らなかった。 

 

主
要
事
業
・
重
点
取
り
組
み 

〇介護保険は一年間で終了者１３名。新規１０名。 

 障害福祉は新規５名、終了者３名。身体介護の利用者の終了が多かったが新規の依頼もあり、収

入は少し上がった。今後も営業活動を継続していきたい。 

〇職員の増減はないが、今後も登録ヘルパーの募集を継続する。 

〇第 3 者機関による利用者満足度調査を毎年行っている。回答者の平均年齢が 82.1 歳、回収率

は上がったが前年度より少し評価が下がっている。今後も評価内容を参考に問題点を改善してい

きたい。 

〇定例会は年９回開催し必須研修を行っている。次年度は事例検討を行いたい。ラインワークスを

導入して情報共有をより円滑に行いたい。 

 

地
域
へ
の
貢
献
・ 

取
り
組
み 

〇地域の行事に参加することができなかったが、変わらず近所の方と挨拶を交わしている。 

 

職
員
育
成
・ 

雇
用
状
況 

〇定例会に参加できない職員も携帯やパソコンで動画研修を受けることができた。 

〇登録ヘルパーの募集を継続する。 

 

 

予
算
の
達
成
状
況 

〇介護保険、障害福祉共に、介護度の高い終了者や入院などによるキャンセルが多かったが、新

規の依頼も多かった為、収入に大きな変動はなかった。 

特
記
事
項 

 

〇今後も、事業所入室時は必ず手洗いうがい、マスクの着用を継続する。 

〇体調不良の際は、すぐに報告し感染につながらないようにする。 

〇利用者宅でも、換気、消毒、マスクの着用、体調確認を継続する。 
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睦地域ケアプラザ 地域活動交流・生活体制整備 

令和 7年度事業報告 
事業所名 睦地域ケアプラザ 地域活動交流部門 

／生活体制整備部門 管理者氏名 布川 和宏 

総
括 

5職種が連携をしながら児童、障害、高齢と特定の分野に偏ることなく包括的な支援を 

心掛けた。異世代交流を目的とした区域の小学校と老人クラブを繋いだボッチャ大会や、 

近隣施設で開催されたレコード鑑賞会に当施設で活動している団体が喫茶の提供を 

行うなど、多様な活動を進めた。 

 一方で長年の課題となっている地域の担い手不足に関しては深刻な状況となっており、 

各職員が様々な活動や取り組みのなかで、粘り強く関りを続けた。 

主
要
事
業
・
重
点
取
り
組
み 

・貸館団体利用者の高齢化や少子化の影響などで利用団体数が減少傾向にあり、施設全体で 

活動の活性化に取り組む。（一部達成） 

今年度は３年振りに貸館登録団体交流会を開催し、当施設と利用団体及び利用団体相互の 

ネットワーク作りの場として執り行った。一方で、今年度末で二つの団体が講師の高齢化や 

参加メンバーの減少が理由で活動を休止することとなり、引き続き利用団体への 

働き掛けが必要な状況である。 

 

・地域の担い手不足という喫緊の課題に対応する為、行政や近隣の施設等と連携をし、活動の 

 立ち上げや運営支援を行う。（一部達成）  

地域の町会長会議、民生委員の定例会など主要な会合には担当職員を決め、必須で参加を 

している。その他、区行政や区社会福祉協議会と地域支援チーム連絡会を定期に実施し、 

区域の現状や課題を話し合う機会を設けている。 

 

・5職種会議（主任ケアマネジャー・社会福祉士・看護師・地域活動コーディネーター・生活 

支援コーディネーター）を定期的に実施し、所内連携の強化と支援方針を共有する。（一部

達成） 

概ね隔月程度の開催となり充分な時間が取れない状況ではあったが、各職種間の 

取り組みや地域課題の確認、支援方針の共有化を図る場として機能した。 

地
域
へ
の
貢
献
・ 

取
り
組
み 

・睦ハイムと合同で秋まつりを開催。地域の連合や町内会、食支援団体の協力を得て、 

食べ物の販売や屋台を出店。また地元の子ども達の吹奏楽チームの誘致や高齢者向けの健

診事業を行い、300名を超える来館者があった。 

・昨年度から始動している移動訪問販売は拠点が 3か所に増え、買い物の支援だけではなく、 

地域の居場所としての役割や情報共有のできる場として広がりがみられた。 

職
員
育
成
・ 

雇
用
状
況 

・7年度末で、地域活動交流のコーディネーターが退職となり、早急に後任の補充を行う。 

 

・地域ケアプラザ職員向け研修の受講（コーディネーター共通研修： 実践編） 

予
算
の
達
成
状
況 

・指定管理料の比率として事務費の支出が多く、引き続き、備品の購入に関しては 

相見積もりの導入や備品台帳の整備を行い、適切な管理に努めた。 

特
記
事
項 

・ワーカーズ・コレクティブ協会の実施する横浜市就労支援事業から依頼があり、 

就労実習生を 1名受け入れた。 
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V. 障害児・者部門 事業報告 
就労継続支援Ｂ型 夢心 

令和７年度事業報告 事業所名 就労継続支援 B型 夢心 管理者氏名 奧山 千鶴 

総
括 

就職やＡ型へステップアップする利用者はいなかったが、それぞれのペースで通所できた。 

外の作業に行く利用者が減っている中、スケジュ－ルをうまく組み、単発でも外部からの依頼、特に 

地域貢献につながる作業を積極的に受注し、作業収入を得ることができた。 

主
要
事
業
・
重
点
取
り
組
み 

障害者総合支援法による就労継続支援 B型事業所 

 

取り組み①工賃作業収入安定・向上に努め、平均工賃月額 17,000以上を目指す。 

・大岡川プロムナ－ドの落ち葉掃き清掃受注、小学校での軽作業の作業日数を、契約金額の中で増やし

作業収入が前年度より 300,000 円ほどアップしたことにより、平均工賃月額 18,078 円となった。令和 8 年

6月からの報酬区分見直しも、給付費単位数が落ちることなく対応できる。 

 

取り組み②利用者が休まず通所でき、意欲的に作業に取り組んでもらえるよう支援する。 

・清掃作業では、作業手順、マニュアルの見直しを行い、職員としての動きを振り返る時間を持った。 

引率職員によって態度を変えたり、勝手な行動をとる利用者を見逃している職員がおり、平均化されて

いないことも表面化したので、対応方法を確認する時間を持ち、どの職員が引率しても原則マニュアル

どおりに、利用者の対応方法も検討、再認識した。 

・内職作業では、特に通所年数が長い利用者は、苦手意識、失敗したらという気持ちが強く、挑戦する 

利用者は少なかった。新しく契約した利用者に対しては、いろいろな作業をやってもらい、可能性を  

見出すことができた。次年度の課題としては、利用者のできることを増やしてステップアップに繋げる  

という意識を持ち、声掛けや対応などを検討、実践する。 

・利用者同士のコミュニケ－ションから精神状態が悪くなり、休んでしまうケースに対しては、話を聞き、  

アドバイスするが、利用者本人が消化できるまでは休んでしまうということが多かった。 

 

取り組み③職員の定着、満足度向上 

・法人入社 5年以上の職員 4名が中心となり運営した。内職作業の同時期受注や納期厳守が優先に 

なったこともあり、外部研修での勉強時間が取れなかった。次年度は、多少ゆとりのある体制にして 

いきたい。 

地
域
へ
の
貢
献
・
取
り
組
み 

・小学校での作業、公園清掃、大岡川プロムナ－ドの落ち葉掃き作業を通じて、地域貢献することが 

できた。利用者も、地域住人や生徒からありがとうと言われ、役に立っていると感じることができた。 

・東蒔田第一町内会として、グル－プホ－ム職員と健民祭の手伝いに参加した。 
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職
員
育
成
・
雇
用
状
況 

① ①職員の資格取得 

・パ－ト職員 1名社会福祉士資格取得のため、通信教育で勉強し試験に合格した。続けて精神保健 

福祉士資格取得を希望している。次年度も該当職員に資格取得の声掛けをしていく。 

現在国家資格保有者 2名。 

② ②職員間連携、協力、意識向上 

・常勤職員に、リ－ダ－の意識を持って動くよう話し、指示してきた。多少の意識づけはできたと感じるが 

課題が残り十分ではない。次年度も指示を出しながら一緒に進めていく。 

雇用状況 

・今年度は、パート職員２名を雇用したが、1名は持病悪化でドクタ－ストップがかかり退職した。 

１名はデイサービスさくらのドライバ－をしていた７５歳男性。ドライバ－定年となり、他部門でも 

勤務継続の希望があり、週３回の勤務で雇用した。 

・ハロ－ワ－クから週 5日勤務希望の 75歳男性(無資格)の応募があり、職員の作業負担分散を考え 

４月１日から雇用。 

・法人全体で人材紹介ミイダスに登録した。今現在雇用にはつながっていない。 

・次年度も障害部会で情報共有し、雇用、異動を検討していく。 

●令和８年度の雇用計画 

・国家資格を取得したパート職員に、契約社員又は常勤職員への雇用変更を打診していく。 

・世代交代を考え、国家資格、運転免許保有の常勤を雇用したい。 

予
算
の
達
成
状
況 

項目① 利用者契約数 30名以上、通所人数 1日 20名を保つ 

令和７年３月末現在の登録者数 26名、１日平均通所人数 16名 、体験受け入れ３名中２名契約し、現在

も通所継続している。 

・見学当日体調不良 2名、体験したが通所して作業する以前の問題が見えた１名、見学の時点で難しいと

判断した１名で、契約にはならなかった。通所人数が伸びず、給付費の予算見直しを行った。 

・パート職員雇用、最低賃金が上がったこともあり、人件費増。その他経費は抑え運営できた。 

・作業収入については、工賃分配の分母が小さかったことで平均工賃月額がアップし、次年度も同じ 

給付費単価で運営できることになった。 

特
記
事
項 

項目① 障害部門での合同研修・・・開催はできなかった。次年度も継続して取り組みたい。 

部門会議での相談、事例検討、情報共有の継続 

月１回開催し、虐待、身体拘束、業務改善についても話し合った。 

項目② 感染症対策の継続 

事業所内マスク着用の協力が得られ、検温、手洗い、換気、消毒を継続し、事業所からの 

感染症発生はなかった。 

項目③ チェックリストを活用し、虐待防止、身体拘束適正化に努める 

２、３か月に１回チェックリストで自身を振り返った。 

部会、職員会議での事例検討、情報共有。 

・令和８年６月からの報酬区分見直しも、今年度と同単価の報酬区分で運営できることとなった。 

令和 7年度 5月まで 平均工賃月額 15,000円以上 20,000円未満 703単位 

令和 8年 6月～    平均工賃月額 18,000円以上 20,000円未満 703単位 
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就労継続支援Ｂ型 えくぼ 

令和７年度事業報告 事業所名 就労継続支援Ｂ型 えくぼ 管理者氏名 望月 文 

総
括 

・開所日数 269。新規契約者はなく 3名が契約解除となり、契約者 15名（R8年 3月末現在）。一日の平

均利用者数は 13名（前年度より 2名減）だった。 

・作業収入は 3,617,811 円（前年度より 125，951 円増）。昨年に引き続き南土木事務所から阪東橋公園

内ごみ分別作業、南区こども家庭支援課からオレンジリボン台紙作成作業を継続できたこと、食品シ

ート消毒作業の受注枚数が大幅に増えたことがその要因となった。利用者数は減ったものの、平均工

賃月額は 16，773円となり、次年度の給付費単価を上げることが出来た。 

主
要
事
業
・
重
点
取
り
組
み 

〇利用者が前向きに個々の目標や課題に向き合い、意欲的に通所できるよう支援する。 

・障害特性に配慮した細やかな作業支援を行い、利用者が安心して未経験の作業に挑戦しやすい環境

を整えた。その結果、特にキッチンの洗浄室作業は新たな参加者が増え、急な欠勤が出ても他利用

者がカバーできるようになった。洗浄室作業等、工賃単価が高い作業への参加が利用者の意欲向上

にもなっている。 

・利用者の高齢化がすすみ出来ないことが増える利用者もいる中、作業時の移動や食事の見守り、排泄

支援等の健康管理を行いながら、利用者が安全に通所できるよう支援した。より多くの利用者が関わ

れるよう作業工程を細分化し、その中から個々の利用者が出来ることを見つけていく視点を職員が持

てるようになっている。 

〇利用者の欠勤数を減少させ、工賃収入、給付費を安定させる。 

・欠勤が生じた際は、別の日に振替出勤してもらうよう促すなど、利用者個々の状況に応じた電話対応を

職員に徹底した。その結果、契約中の利用者の欠勤日は減らせたが、3名の利用者が契約解除となっ

たため給付費は大幅な減収となった。今年度週 5 日利用していない利用者 2 名に向けては個別に働

きかけを行い、そのうち 1名は次年度から利用日を週 5に増やすことが決まっている。 

・今年度は関係機関との連携がうまく取れず、利用者の状況の変化を時間が経過してから把握すること

が多くなってしまった。カンファレンス等をもたないまま契約解除となってしまったケースが 2 件あり、連

携の難しさを改めて実感した。次年度は積極的にカンファレンスの提案、参加に努めていきたい。 

地
域
へ
の
貢
献
・
取
り
組
み 

・昨年に引き続き阪東橋公園内のごみ分別作業を通し、地域の方々が利用する公園の美化活動に貢献

した。作業も 2 年目を迎え、地域の方々から「いつもありがとう。」と声を掛けられることも増えており、利

用者もやりがいを感じられる貴重な場となっている。 

・受注センターを通じて、近隣の中学校から単発作業を紹介いただいた。残念ながら納期の関係で今年

度は受注に至らなかったが、今回の関わりを次年度の受注に活かしていきたい。 

職
員
育
成
・
雇
用
状
況 

・工賃作業の受注が増えたことで、外部研修への職員派遣が難しくなったため、職員会議のすすめ方を

見直し、後半の時間をオンライン研修の時間に充てた。その結果、全員で同じ研修に参加することで

効率的に研修内容の共有理解が図れた。 

・支援員の応募が 4名あり、そのうち 3人面接を実施したが採用には至らなかった。今年度から新たな人

材確保の手段として転職求人サービスミイダスの利用を開始した。次年度も引き続き部門会議内で効

果的な採用方法や人材育成について情報交換を行い、運転可能な職業支援員の雇用に繋げていき

たい。 

予
算
の
達
成
状
況 

・契約利用者が 3 名減り、給付費が大幅減、また、ゆいこども園の経年劣化に伴う設備の修繕費がかさ

んだため補正予算を組み対応した。 

・昨年度より、利用者数が減ったものの工賃収入を増やすことができ、次年度の報酬改定による給付費

単価は上げることが出来た。次年度も現在の各加算の取得を維持し、毎月の工賃収入と延べ利用者

数に留意しながら安定した事業運営に努めたい。 

特
記
事
項 

・キッチンえくぼの昼食提供では、引き続き食育やマナーの習得を意識した対応を継続した。その結果、

食事に対する意思をはっきり伝えることが出来る利用者が増え、社会性の向上にも繋がっている。 
・9 月 25 日に利用者の健康管理の一環として南区福祉保健課主催の「歯科講座」を実施した。実際に

歯科衛生士の方に来ていただき、歯磨きの仕方などをご指導いただいた。 

・オンラインを活用し各研修を受講。今年度はゆいこども園他事業所との日程調整が難しかったため、初

めて事業所のみで防災訓練を実施した。事前告知はせず、より現実的な訓練になるよう工夫した。 
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障害者共同生活援助 ハイムくるみ 

令和 7年度事業報告 事業所名 ハイムくるみ 管理者氏名 阿部 美香 

総
括 

〇利用者の皆様が地域で、自立して、安全で安心した生活が送れるように、利用者一人ひとりの状況に合わ

せて、利用者ご本人の意思を尊重し、個別支援計画書を作成して、支援を行なった。 

〇利用者の意思及び人格を尊重して、利用者の立場に立ったサービスの提供に努めた。 

主
要
事
業
・
重
点
取
組 

〇利用者の意思及び人格を尊重して、利用者一人ひとりの生活に合わせ、どのような支援が必要なのかとい

う気づきの視点を向け、家族や支援者間の情報共有を強化した。 

 ・利用者のできている所に目を向け、維持向上が図れるよう支援した。 

 ・利用者の体調管理については、利用者の変化やいつもと違う様子がある場合は早めに受診同行し、必要

に応じて医療機関や関係機関との連携強化に努めた。 

〇職員一人ひとりが気付きを大切に、また、情報をしっかり共有して、チ－ムで業務にあたった。 

 ・サビ管・主任が中心となり、職員間で支援内容や方向性を確認しながら、チーム支援を重視した。 

〇利用者への支援を担当制ではなく職員全体で連携を諮ることで、支援内容の気づきがあった。色々な職

員が係ることで虐待防止にも繋がった。 

〇利用者の高齢化に伴い、無理のない生活を送るために、介護保険を申請し支援内容の変更を行った。 

〇利用者の権利を守り、その人らしい生活を送ってもらうために、後見人制度の手続きを法テラス経由で２名

の利用者の申請を行った。 

地
域
へ
の
貢
献
・
取
組 

〇各ホ－ムの地域住民や町内会との連携を強化する。 

 ・町内会の GH が参加できる行事は(夏祭り・防災訓練・健民祭・餅つき会)などに積極的に参加した。利用

者が参加できない行事は職員が参加し関係性を築く努力をした。今後も続ける予定。 

・地域の学校より見学の依頼があったため、在籍している利用者と見学に来所の父兄との意見交換をする日

を設けた。地域連携推進会議とした。 

・共進中学校地域防災拠点運営委員会に出席した。又、防災訓練にも参加し、万が一の時の為に訓練する

事が出来た。BCP作成、実績報告にも結び付いた。 

〇施設等の利用者が地域の一員として安心した生活を送れるように、風通しがよく、顔の見える関係を構築

し、地域とのよりよい関係づくりを目指した。 

職
員
育
成
・
雇
用
状
況 

〇年間で研修テ－マを挙げて、毎月の職員会議で内部研修(虐待・身体拘束含)を行い、全員研修報告書を

提出した。特に事業継続計画(BCP)に合わせた研修及び訓練を２回づつ行った。 

〇必要な外部研修には積極的に参加した。研修内容を常勤者会議でフィードバックし、職員の資質向上に

努めた。特に利用者の障害特性や支援方法で行き詰ったときに研修内容が役立った。 

〇契約職員 1名が国家資格取得のために要する環境づくりを事業所全体で行った。 

〇常勤職員１名がサービス管理責任者資格取得の受講が終了し、２年間の OJTを始めた。 

〇非常勤職員 4 名の退職に伴い 4 名の採用。非常勤職員から契約社員への雇用形態の変更を行い、体制

の強化を図った。宿直職員の公募は引き続き行う。 

予
算
の
達
成
状
況 

〇入居定員：45名 
・見学対応を随時行い、空室を埋める努力をしたが、２～3床の空室があったことでの収入減。 
・月ごとに算定できる加算の確認をし、少額でも収入増に努めた。 
・医療機構の借入 100万/月 が 2027年まで継続。(くるみ、こぶし) 

〇物価高騰で支出が予算をかなり超えたが、横浜市へ物価高騰支援金を申請し交付を受けた。 
〇キャリアパス制度を活用し、処遇改善加算で職員の賃金アップにつなげる事ができた。 

特
記
事
項 

〇横浜市健康福祉局の実地指導が行われたことで、書類のチェックや書式等の見直しが出来た。尚、 
算定できる加算に対する報告書や記録の必要性が、職員間で改めて認識する事が出来た。 

〇新規利用者の問合せの障害種別が、以前と比べて発達障害や知的障害の割合が多くなった。それに伴い
障害に対する研修を行い、利用者へのアプローチの仕方を職員間で検討できた。 

〇入居者は 19才～78才と年齢差があり、セントラルキッチンで食事の面で副菜の内容などお 1人づつ丁寧
な食事作りをして頂く事で、利用者の体調管理にも繋がり、GHの支援が充実した。 
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たすけあいゆい相談支援センター 

令和７年度事業報告 事業所名 たすけあいゆい相談支援センター 管理者氏名 齋藤 美紀 

総
括 

2017年１月に事業開始し、契約延べ数 176人、７年度末時点での契約件数は 93件となっている。 

本年度は、利用者を取り巻く生活課題が更に多様化、複雑化する状況下にて、行政機関や医療・福

祉関係団体との連携を図り、利用者や家族が地域で安心して暮らし続けられる環境づくりに努めた一年

であった。相談件数は減少したものの、親亡き後の生活設計や金銭管理、通所継続・就労定着、虐待

対応など高度な専門性や長期的なサービス調整が必要な相談が増加傾向にあり、また社会資源不足

やグループホーム入所希望者の増加など、地域が抱える構造的な課題が顕在化する状況において地

域全体で支える体制構築の重要性を再認識している。 

引き続き、生活及び地域課題に向き合いながら丁寧な対応を積み重ねることで地域福祉の充実に向

けた取り組みを進め、利用者等が安心して暮らし続けられる地域づくりに貢献していく。 

主
要
事
業
・
重
点
取
り
組
み 

○指定特定相談支援事業  
 ・年間契約数/93件  （前年比△12件）  
 （R6年/105件  R5年/102件  R4年/102件 ） 
【契約者内訳】  

     ・新規契約者/2名  （前年比△13名） 
・契約終了者/10名  （前年比△5名）     ※8名減 

【契約者内訳】 
    ・南区在住者/77名（83％）  ・他区在住者/16名（17％） 
    ・GH入所者/34名（37％）  ・自宅 59名（63％） 
     ・知的障害者/50名（54％）  ・精神障害者/32名（34％） ・身体障害者/11名（12％） 
  【契約終了理由】 

 ・介護保険移行/4名  ・施設入所/1名  ・セルフプラン/1名 ・サービス利用終了/1名 
・長期入院/1名  ・他事業所移行/2名 

○サービス計画及びモニタリング作成件数/79件/年 （前年比△55件）  
【作成件数内訳】 

・サービス計画案作成件数/88件/年  （前年比△2件）  
 （R6年/90件   R5年/97件  R4年/86件 ） 

     ・モニタリング作成件数/291件/年   （前年比△53件） 
 （R6年/344件  R5年/366件  R4年/370件） 

地
域
へ
の
貢
献
・
取
り
組
み 

○隔月開催している『南区地域自立支援協議会/相談部会』の研修、カンファレンスには全出席し、行政

及び関係機関との情報提供や顔の見える関係作りに努めた。 

【協議会研修内容】 

・計画相談業務実施状況に関する確認/グループスーパービジョン/障害者の意志決定支援/  

精神科医療について /事例検討 /成年後見制度について /障害者虐待防止について  

職
員
育
成
・
雇
用
状
況 

・事務局職員（非常勤）の応援が、週２日→月２～３日（10：30～12：15 シフト）に変更したことで、事務作

業の負担が多くなり、相談支援専門員本来の業務効率が低下し事業収益に影響した。 

・事業所内研修（虐待・BCP）を定期的に実施。 

・令和 7年度、横浜市相談支援事業者向け現任研修（5年間に 1回必須受講）受講済。 

 

予
算
の
達
成
状
況 

・標準担当件数（サービスの質の標準化を図る観点より一人の相談支援専門員が担当する１ヶ月平均利

用件数 35件）を遵守し年間 420件を目標としていたが、本年度は 379件（△４１件） 月 31.6件（△3.４

件）だった。 

特
記
事
項 
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児童発達支援 さくらんぼ 

令和７年度事業報告 事業所名 さくらんぼ 管理者氏名 吉田 優美 

総
括 

児童発達支援の指定更新を行い、有効期限は、令和 7年 4月 1日から令和 13年 3月 31日まで。 
放課後等デイサービスは再開の見込みが立たない為、廃止となった。 
年度総利用契約者数 23名(前年度より 6名減)／延べ利用者数 1,611名(前年度より 4名減) 
営業日数 256日／1日平均：６.2名 
当年度、初めて 4 月からの利用相談がほぼ無い状況となった。中部地域療育センターの関係機関へ挨
拶訪問をした際、はこれまで、5 日間通園を 4，5 歳児のみ行い、それ以下の年齢は通園として行ってい
なかったが、3 歳児の通園も開始されていた事が判明した。近年、保育園や幼稚園への入園できる流れ
の中、療育センターの通園開始は更に利用者確保に大きな影響となった。 
6月から相談は入り始め、9月には新規利用が 5名増加した。契約者数は減ったが、延べ利用者数では 
大きな変動はなかった。令和 4年度から比較しても、４、5年度よりは、多い利用人数とはなっている。 

主
要
事
業
・
重
点
取
り
組
み 

１.事業継続計画、防災への意識をもつ 
171 伝言板を活用したマニュアルを作成し、職員、利用者へ配布した。職員は 15 日の会議時 1 回と利
用者合同伝言板訓練の全 2 回に留まった。個別に練習する職員はいた。使い慣れる事が、重要である
為、次年度も練習を継続する。 
２．保護者同士の交流、職員との関係を深める場をつくる 
コロナ禍明けより保護者会、茶話会を再開している。これまで、別日で設定し、営業時間中(保護者が児
童を預けている時間帯)での茶話会としていたが、職員は支援中であり、茶話会へは、1 名の配置しか出
来なかった為、月曜日（定休日）に同時開催とした。茶話会へは、直接支援職員に出勤を依頼し、保護
者が多くの職員と交流できるよう配置し、職員や保護者同士が交流出来る場となった。大変好評だった
ので、次年度も同じ方法で継続する。 
３ 保護者へ事業所内の情報を伝えていく 
毎年度評価アンケートにて、我々が当たり前の事（衛生管理、バリアフリー化）として認識している事が、
保護者へ伝わっていなかったことを保護者会で説明した事により、７年度の評価に変化が見られた。 
次年度も保護者会を開催し、事業所の情報共有の場としても活用していく。 

地
域
へ
の
貢
献
・
取
り
組
み 

・平成 20年度から「はぴねす」（母子生活支援施設と共同作品展示会）を開始し、コロナ禍も継続し、 
7月の実施で、１７回目の開催となった。 
これまで、事業の縮小で掲示数、掲示場所の変更が行われたが、睦地域ケアプラザでの掲示が再開 
され、8 月には、近隣のレストランカフェ(さくらんぼのみ)への掲示をさせてもらえている。次年度も継続
していきたい。 

職
員
育
成
・
雇
用
状
況 

・就労 2年目の非常勤職員を 7月に常勤職員へと雇用変更を行ったが、12月で、常勤雇用を解消し、 
1月で退職となった。 
ご家庭の事情と業務を継続して担う事が困難となってしまった。当初は、本人も意欲的ではあり、外部
研修へも積極的に参加をしていた。家庭の事情に配慮した、勤務の調整、相談も対応していたが、勤
める中で本人自身の事情もあり、雇用を継続することが困難となってしまった。 
・事務業務、運転も担える非常勤職員を採用する事が出来た事で、管理者への負担軽減となっている。 
・非常勤職員への業務分担を継続して、担っている。 
・7 年度から『福祉サービス事業における生産性向上について』毎月の会議で話し合い、指導を行って
いる。全職員で事業を担っている、支える意識づけをしている。 
・現常勤の業務過多を解消するためには、常勤を 1名雇用し、加算収入も確保する事が必要である。 
1月より法人全体で、常勤専用求人会社ミイダスと契約し、雇用への新たな取り組みを行っている。 

予
算
の
達
成
状

況 

・常勤雇用した事で、7月～12月は児童指導員配置加算 1.655円／人、報酬して、加算されていた。 
補正予算を行い、赤字は回避されたが、最低賃金の大幅な変更もあり、ほぼ人権費としての支出と 
なった。毎年度、人権費と必要経費の支出となり、修繕や防災備蓄購入費の確保が難しくなっている。
8年度は、サービス継続支援事業補助金を活用して、防災備蓄を確保したい。 
・LED電灯への交換：神奈川県の脱炭素補助金が行われれば、そちらを利用していきたい。 

特
記
事
項 

・参観週間：6月、9月、12月の３回開催した。 
・連絡アプリの活用：毎月の利用申請、保護者へのお知らせをアプリで配信。準備にかかる紙、印刷 
コストの削減、配布する職員の負担(個人情報への配慮、添乗業務負荷)軽減となっている。 
・事業所の周知として、Googleマップへの掲載準備を進めている。 
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VI. 子ども家庭・まちづくり部門 事業報告 

児童家庭支援センター むつみの木 

令和７年度事業報告 事業所名 児童家庭支援センターむつみの木 管理者氏名 鰻田 遥子 

総
括 

・令和 7 年度当初は職員の退職が続き、人員体制を整えることに苦慮したが社会福祉士、保育士を常勤で迎

え年度内に職員体制を整えることができた。 

・令和 6 年度に続き、南区こども家庭支援課、中央児童相談所との連絡会を年に３回実施。うち１回は寄り添

い型生活支援事業（ゆいひなた塾）を含めた４機関での勉強会とし各機関の仕組みや役割を紹介しあい、各

機関について知る機会となった。また、横浜市児童家庭支援センター分科会と横浜市こども青少年局こども

の権利擁護課との定期協議に参加し、横浜型児童家庭支援センターの在り方や安定した運営についてなど

を議論した。 

主
要
事
業
・
重
点
取
り
組
み 

・昨年度同様にアセスメントシートを作成し、個々のニーズに合わせた生活支援をおこない、生活経験の向上

を図った。今年度は子どものニーズに合わせて、普段の調理体験を生かして、小学校の先生や主任児童委

員の方を招いて“お茶会”をひらくことができた。 

・今年度より、横浜市の児童家庭支援センターで指導促進事業が開始。これまで以上に丁寧なアセスメントや

支援を展開する事ができ、送迎時を含めた家庭訪問数が増加した。職員にとっても、支援の手段や選択肢を

増やす機会となった。 

・フードバンク浜っ子南と情報共有を行い、ひとり親家庭に食品提供を行っているフードパントリーの見学をさ

せていただく機会を設けた。 

地
域
へ
の
貢
献
・
取
り
組
み 

地域交流事業を４回実施。 

・令和 5 年度から共催している睦町映画会の開催。雨天のため１１月に延期となり、規模の縮小はあったが参

加する堀ノ内睦町連合町内会・南区社会福祉協議会・更生施設 民衆館・横浜南央ロータリークラブ・ワイワイ

食堂・コドイチ・横浜市吉野町市民プラザ・M-base・堀ノ内睦町育成協議会・睦町地域ケアプラザ等の方々と

繋がりを持つことができた。縁日ではリーフレットを配布し、むつみの木を広く周知する機会となった。 

・令和６年度に引き続きベビーサイン・ぐちゃぐちゃ遊びの講師を招き乳幼児が参加できるイベントの開催。今

年は手形アートも講師を招き親子で作品作りができるイベントを開催。参加する保護者と日々の困りごとを話

せるような会場設営をし、地域の方と身近な相談先として話す機会が持てた。 

職
員
育
成
・
雇
用
状
況 

・法人内の 3つの児童家庭支援センターで自主研修を設定。こどもと関わる大人のための心理教育的介入プ

ログラム「CARE」について田口めぐみ氏を講師に連続講座を実施。職員が同時に学ぶ場になっており、チー

ムとしてのスキルアップに繋がる機会になった。 

・令和６年度に引き続きスーパーバイズを武田玲子氏（非常勤雇用）、田口めぐみ氏に講師依頼。事例検討

だけでなく、支援の手段やツールなどをご教示いただいている。 

・横浜市こども青少年局からの通知に基づき、センター長を常勤専任化。常勤２名非常勤１名採用。採用にあ

たっては職員の定着と安定した運営を念頭に法人内の３つの児童家庭支援センタ―間で共有をし丁寧な採

用と育成を心掛けている。 

予
算
の
達
成
状
況 

・指導促進事業開始に伴い、運営費の元となる相談件数については減少したが、トータル的な補助金収入は

若干増加。但し、児童家庭支援センターの運営費が相談件数によって増減するため、不安定な運営は継続

しており、横浜市こども青少年局にも問題提議を続けている。 

特
記
事
項 

・全国児童家庭支援センター研究協議会＠神奈川が開催され、開催県として運営協力をおこなった。 

・今年度引継ぎを行うケースはなかったが、令和５年度に寄り添い型生活支援事業に引継ぎを行ったケース

の児童と複数回交流の機会を設けた。 
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こども家庭支援センター ゆいの木 

令和７年度事業報告 事業所名 こども家庭支援センターゆいの木 管理者氏名 寺下 和代 

総
括 

・支援を行うにあたってのツールや地域資源などの情報共有をこまめに行い、それぞれの専門性を活か

した支援が行えるような活用方法の検討を行った。また職員会議にてエンゲージメントカードに取組み、

職員間の相互理解を深め心理的安全性が確保できるよう努めた。 

・磯子区こども家庭課・南部児童相談所との連絡会を年 2 回実施。連絡会でケースの情報共有をするこ

とで、主担当機関に限らず、こども家庭支援課・南部児相相談所・ゆいの木の三者で支援方針を検討す

ることができている。今年度からは、磯子区こども家庭支援課権利擁護担当との連絡会も年 5回実施。よ

り良い連携方法の検討だけでなく、各所や地域の課題をシェアする場になっている。また、横浜市児童

家庭支援センター分科会と横浜市こども青少年局こどもの権利擁護課との定期協議に参加し、横浜型

児童家庭支援センターの在り方や安定した運営についてなどを議論した。 

主
要
事
業
・
重
点
取
り
組
み 

・令和５年度より積極的に地域資源と繋がれる機会を設けたことにより、地域の関係機関の紹介による一

般相談が増加傾向にある。必要に応じて関係機関と連携しながら相談支援を行っている。 

・今年度より、横浜市の児童家庭支援センターで指導促進事業が開始。就学に向けた支援や学校生活

安定のための支援、また親子再統合後の新規世帯への支援を行った。訪問や児童の通所・面接などを

実施し、これまで以上に丁寧なアセスメントや支援を展開する事が出来た。職員にとっても、支援の手段

や選択肢を増やす機会となった。 

・子育て短期支援事業においては、食事場面に全職員が関わり子どもと一緒に食卓を囲むようになった

ことで子どものやりたいことや困っていることなど意見や想いをキャッチして、職員間で共有できる機会が

増えた。 

・主任児童委員の定例会に参加し、児童家庭支援ｾﾝﾀｰの周知を図った。また、地域交流事業にも参加

してもらい地域の支援者としてつながりを深めることができた。 

地
域
へ
の
貢
献
・
取
り
組
み 

・地域交流事業として、全 3回実施。 

（1）ゆいの木を開放し、「夏のキラキラ工作」を実施。ボランティアとして主任児童委員の方にも参加して

もらい、近隣の親子が交流する場づくりを行った。 

（2）根岸地区のお寺の場所を借り、「お寺でお月見ないと」を開催。お寺のご住職や地元のボランティア

の方々の協力を得て、護摩焚き体験、お月見どろぼう（日本版ハローウィン）、月にまつわるミニクイ

ズラリーを行った。磯子区の様々な地区から親子連れが訪れ、境内でお団子を食べながら語らい、

安らかに過ごす時間となった。 

（3）杉田地区センターと協働によるバレンタインの手作りワークショップを開催。地域の支援者と連携体

制を構築できており、地域へのアウトリーチにより地域性や家庭状況を知ることができた。 

職
員
育
成
・
雇
用
状
況 

・法人内の 3 つの児童家庭支援センターで自主研修を設定。こどもと関わる大人のための心理教育的

介入プログラム「CARE」について田口めぐみ氏を講師に連続講座を実施。職員が同時に学ぶ場になっ

ており、チームとしてのスキルアップに繋がる機会になった。 

・令和６年度に引き続きスーパーバイズを武田玲子氏（非常勤雇用）、田口めぐみ氏に講師依頼。事例

検討だけでなく、支援の手段やツールなどをご教示いただいている。 

・横浜市こども青少年局からの通知に基づき、センター長を常勤専任化。常勤１名採用。採用にあたっ

ては職員の定着と安定した運営を念頭に法人内の 3 つの児童家庭支援センタ―間で共有をし丁寧な

採用と育成を心掛けている。 

予
算
の
達
成
状
況 

・指導促進事業開始に伴い、運営費の元となる相談件数については減少したが、トータル的な補助金収

入は若干増加。但し、児童家庭支援センターの運営費が相談件数によって増減するため、不安定な運

営は継続しており、横浜市こども青少年局にも問題提議を続けている。 

・子育て短期支援事業等でお預かりするお子さん向けのデジタルツールを購入。イラストを描くなど、子

どもの得意な力を発揮し強みを伸ばしていくためのツールとして来年度より本格的に活用していく。 

特
記
事
項 

・令和 5 年度より継続して学校教育事務所（SSW）とは、個別ケース検討会議について事前相談を行うな

ど情報共有を行い連携を図れている。また、子育て支援拠点より新たな地域資源につながる機会をいた

だくなど、地域全体を支えていくチーム体制がより強化された。 

・全国児童家庭支援センター研究協議会＠神奈川が開催され、開催県として運営協力をおこなった。 
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こども家庭支援センター さくらの木 

令和７年度事業報告 事業所名 こども家庭支援センターさくらの木 管理者氏名 小林真紀子 

総
括 

・新たに社会福祉士等の複数の職員を迎え、数年かけ職員が定着。エンゲージメントカードの継続、職員会

議の回数の増加等職員間の心理的安全性の確保を重視しチームでの支援に取り組んだ。 

・金沢区こども家庭支援課・南部児童相談所との連絡会を 3 回、金沢区こども家庭支援課権利擁護担当との

連絡会は隔月で実施。より良い連携方法の検討だけでなく、各所や地域の課題をシェアする場にもなってい

る。また、横浜市児童家庭支援センター分科会と横浜市こども青少年局こどもの権利擁護課との定期協議に

参加し、横浜型児童家庭支援センターの在り方や安定した運営についてなどを議論した。 

主
要
事
業
・
重
点
取
り
組
み 

【相談事業および子育て短期支援事業】 

・令和 5～6 年度に減少傾向であった一般相談が増加傾向となった。一般世帯からの相談ではあるが、孤立

した虐待家庭からの相談が複数あり、関係機関との共有・支援をおこなっている。また、中高生の児童からの

相談が令和 5 年度より継続。地域に繋ぐことは難しく、当所を居場所や緊急時の相談先として活用しているよ

うである。 

・今年度より、横浜市の児童家庭支援センターで指導促進事業が開始。当所では一時保護解除後、新規世

帯への支援が主で、これまで以上に丁寧なアセスメントや支援を展開する事が出来た。職員にとっても、支援

の手段や選択肢を増やす機会となった。 

・子育て短期支援事業においては、特に食事場面において子どもが対話できる時間になるよう努めた。 

【関係機関への見学訪問】 

・支援に合わせて世帯に関連する機関への見学や訪問を実施した。 

地
域
へ
の
貢
献
・
取
り
組
み 

地域交流事業を 3回開催 

①谷津坂第一公園愛護会のはらぐみ、よこはま花と緑の推進リーダー会との共催でチューリップ球根の投げ

植え。６年連続での共催となり１００名以上の参加となり年々親子連れも増えている。のはらぐみとの交流は日

常的に利用児童も含め行われており社会経験の場にもなっている。 

②金沢区民祭りいきいきフェスタへの参加。区内の健やか子育て連絡会の一部として、金沢区こども家庭支

援課と協働で児童虐待にまつわるアンケートとお菓子配りを実施。 

③ 株式会社油原興業（以下油原興業）と共催で「こども祭り＠能見台」を開催。金沢区内企業である油原興

業と当所周辺の飲食店に協力いただきスタンプラリーを展開しゴール地点の当所では、景品と一般社団

法人キュウイン提供のイモンブランの配布をおこなった。７０組以上の親子の参加があり、初めて当所と知

る方も多く広く周知する機会となった。また、開催にあたり金沢シーサイド FMに出演し児童家庭支援セン

ターの役割りや児童虐待防止への取り組みについて伝える機会となった。 

職
員
育
成
・
雇
用
状
況 

・法人内の 3つの児童家庭支援センターで自主研修を実施。こどもと関わる大人のための心理教育的介入プ

ログラム「CARE」について田口めぐみ氏を講師に連続講座を実施。職員が同時に学ぶ場になっており、チー

ムとしてのスキルアップに繋がる機会になった。 

・令和６年度に引き続きスーパーバイズを武田玲子氏（非常勤雇用）、田口めぐみ氏に講師依頼。事例検討

だけでなく、支援の手段やツールなどをご教示いただいている。 

・横浜市こども青少年局からの通知に基づき、センター長を常勤専任化。常勤・非常勤各１名採用。経歴から

相談業務が幅広い専門性で展開していけると感じている。また、相談業務には携わらない職員も配置し業務

の軽減化を図った。また、採用にあたっては職員の定着と安定した運営を念頭に法人内の３つの児童家庭支

援センタ―間で共有をし丁寧な採用と育成を心掛けている。 

予
算
の
達
成
状
況 

・指導促進事業開始に伴い、運営費の元となる相談件数については減少したが、トータル的な補助金収入は

若干増加。但し、児童家庭支援センターの運営費が相談件数によって増減するため、不安定な運営は継続

しており、横浜市こども青少年局にも問題提議を続けている。 

・開所当所からのフードバンクおよび地域の農家の方の協力があり、充実した食事提供が出来ている。 

特
記
事
項 

・全国児童家庭支援センター研究協議会＠神奈川が開催され、開催県として運営協力をおこなった。 
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睦母子生活支援施設 

令和７年度事業報告 事業所名 睦母子生活支援施設 管理者氏名 濱田 靜江 

総
括 

【入所世帯数】・本入所 １５世帯(R８ 3/1現在) 令和７年度新規入所数 ３世帯、退所数 ３世帯 

・緊急一時世帯 9世帯(R８ 3/1現在)   

【妊娠期支援事業】・受け入れ実績 ３世帯  

【地域貢献事業】・「かむかむ」（毎月第 2木曜日）ケアプラザ 睦ハイム共催（学習・遊び、食事の提供） 

 ・「てのひら食堂」(毎月第 1土曜日)民衆館 睦ハイム共催（寄付食品・玩具の配布・遊びの提供） 

・「こども市場」(毎月第 2土曜日)(特非)みんなの海山交流学校 睦ハイム共催 寄付品や遊びの提供 

【アフター支援】関係機関との連携支援を行った。 

・実施内容 (訪問・電話相談・DELI・学童) 

主
要
事
業
・
重
点
取
り
組
み 

・安心・安全な生活環境を提供するため、ベランダ塗替・害虫駆除・排水管清掃等の環境整備、 

一日 2回の館内消毒、不審者研修、夜間や緊急対応・送迎・レスパイト・買物代行等を行った。 

・妊娠期支援事業や特定の妊産婦の受け入れを関係機関と連携しながら推し進めた。 

・アフター支援として、退所後も継続し電話相談・食支援・学童・行事への招待等を行い、地域の 

社会資源に繋げ孤立を防ぎ支援している。 

・第三者評価を受審し、課題も明確になり支援の質の向上に努めている。 

・日誌類のデジタル化を行い、業務効率の向上に繋げた。 

地
域
へ
の
貢
献
・
取
り
組
み 

・ケアプラザ・児童家庭支援センター・民衆館・町内会と共に映画会を実施。 

・ケアプラザ合同の秋祭りでバザーや子どもたちが呼び込みを行い、住民の方がより参加しやすい 

行事を開催できた。また、地域の方との交流の場を設けることもできた。 

・『こどもの居場所』活動への支援として月２回土曜日、いずれ地域生活をする準備のため他運営団体と

協力しながら子ども食堂を進めた。 

食後は子育ての相談にのり、季節の製作や遊びを提供した。ケアプラと共催で『かむかむ』を始めた。 

・民間企業ボランティア・個人ボランティアの受け入れ、福祉に関心を持つ人材を育成できた。 

職
員
育
成
・
雇
用
状
況 

・職員のスキルアップとして内部人材研修や外部研修に参加し、職員育成に努めた。 

・横浜市調停員の大屋先生をお迎えし、 『家事調停・調停員について、法定養育費について』を 

テーマに利用者の置かれている状況を再確認し、支援の在り方について学んだ。 

・入退職があり人員確保のためハローワーク、求人誌等に採用募集を掲示した。 

社会福祉士 1名、保育士 1名の新規採用に繋がった。 

・社会福祉士 2名、保育士 10名の実習生を受け入れ次世代の担い手を育てると共に、 

実習指導者としての研鑽に努めた。 

予
算
の
達
成
状
況 

・日誌類のデジタル化を行い、業務の効率アップに繋がった。 

・事務所や共有部分の照明器具は、LEDへの交換を行った。 

・衛生保持のための取り組みとしてワックス清掃・害虫駆除や館内設備点検を行った。 

・屋上床の防水コーティングは次年度に持ち越しとなったが、ベランダ床防水コーティングは２軒、 

日除けテント交換 2軒実施。 

特
記
事
項 

・実習生からの多岐にわたる相談が増え、学校と連絡を取り合い柔軟に対応した。 

・社会に出て中途で資格を取りたい方々の相談も増えた。 

・昼食、夕食など利用者のニーズに応じ利用の仕方について助言を行った。 

・施設見学を積極的に受け入れた。 

・町内会、地域の方々や企業の方からも沢山の寄付を頂き、行事で活用し利用者への配布を行った。 

・通院同行を 38件実施した。 
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横浜市乳幼児一時預かり つくしんぼ園 

令和７年度事業報告 事業所名 つくしんぼ園 管理者氏名 星﨑 靖子 

総
括 

南区唯一の「横浜市乳幼児一時預かり保育事業」として、生後５７日～就学前のお子さんを年間のべ

1399名お預かりした。２歳未満のお子様のお預かりが多く、０歳児の利用希望が多い傾向にあった。 

主
要
事
業
・
重
点
取
り
組
み 

〇こどもの年齢や様子によって毎日保育内容を工夫し、こどもたちが安心して楽しく過ごせるように保育

を行った。 

〇０歳児の利用が年々増えているので、０歳児室にベビーゲートを設置した。遊びに集中できる環境に

なったことで、より安全に過ごせるようになった。 

〇一人ひとりの発達段階に配慮しながら、言葉かけや援助を行い、基本的な生活習慣を身に付けられ

るよう保育した。できるようになったことは積極的に保護者に伝え、成長を喜び合った。 

〇季節の行事を取り入れ、行事の日には製作を持ち帰ることで保護者に喜んでもらうことができた。 

〇保護者に安心して園を利用してもらえるように、送迎時にコミュニケーションを多く取り、一つひとつの

家庭と丁寧に関わった。 

〇保育安全計画に基づき、大きな事故や怪我なく施設運営を行うことができた。 

地
域
へ
の
貢
献
・
取
り
組
み 

〇地域の子育て世帯のお子さんを、できるだけ保護者の希望に沿いながらお預かりし、地域貢献に努

めた。 

〇横浜市より０歳児のいる家庭に「はじめてのおあずかり券」が配布されている。また、生後５７日からお

預かりできる保育園が近隣にはないため、０歳児のお預かりを積極的に行い、子育てしやすい環境作り

に努めた。 

 

職
員
育
成
・
雇
用
状
況 

〇月に１回職員会議を行い、子ども一人ひとりの様子、保護者支援、保育内容について話し合ってい

る。 

〇南区主催の保育研修を受講し、受講後は園内研修として全職員にフィードバックし、専門性の向上に

努めた。 

〇不適切保育防止の観点から、半年に１回チェックリストを使用してセルフチェックを行い、保育の質の

向上に努めた。 

〇年度末に保育士１名の退職者があったため、保育士の募集を行っている。 

予
算
の
達
成
状
況 

〇のべ預かり人数は昨年度より減少したが、基本助成の増額、０歳児加算の増額があったため、予算を

超えた助成金収入になった。 

 

特
記
事
項 

〇キッチンえくぼの栄養士と月に１回給食会議を行い、行事食を提供するなど食育に繋がるよう連携を

取っている。 

〇配慮の必要な子どもや、保護者支援について同一敷地内にある児童家庭支援センターむつみの木

の心理士と連携し、安全にお預かりできるようにしている。 

〇多様な養育環境にある乳幼児の支援のために令和８年度は必要な研修を園内で受講できるよう、サ

ブスクリプション型のオンライン研修の導入をしたい。 
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ゆいひなた塾 

令和７年度事業報告 事業所名 ゆいひなた塾 管理者氏名 星﨑 靖子 

総
括 

・個別配慮が必要な利用児へは、こまやかな支援に努めた。保護者支援も増加傾向だった。 

・高校進学に向けて、個別に応じた支援を実施し進路支援を行った。 

・関係機関と随時情報共有に努め、世帯状況の変化に応じた支援方法の検討を行った。 

・地域活動へ積極的に参加し、地域交流をはかることができた。 

主
要
事
業
・
重
点
取
り
組
み 

【利用実績】  ※利用実績の推移（別紙参照） 

利用登録       小学生   3名  中学生    6名 

延べ利用人数    小学生   72名  中学生  196名 

月平均利用人数   小学生  6.0名  中学生  16.3名 

送迎件数       実人数   5 名   合計   164件（うち車両 146件） 

 

【支援内容】 

・南区こども家庭支援課・児童相談所との連絡会を年に２回実施。個別ケースカンファレンス 1 回参

加。関係機関との支援方針の共有や連携を図った。 

・保護者支援と同時に進路支援に取り組んだ世帯では、説明会や学校面談へ同行支援を行った。

（高校進学 2名） 

・学習支援では、オンライン英語学習の提供を取り入れる等の興味付けを行う。また、繰り返し学び直

しの学習支援に取り組んだ。 

・個別の保護者相談では、不登校に関する相談、進路に関する相談、世帯状況に関する相談が増

加し、関係機関と連携しながら個別に応じて対応した。 

・利用児に向けて季節に合わせたイベントの実施や製作を準備し、多数参加があった。 

地
域
へ
の
貢
献
・
取
り
組
み 

・季節の壁面製作を地域の作品展へ出品し、地域活動へ参加した。 

・法人内のこども食堂へ定期的に参加し、職員・利用児ともに地域交流を図った。 

・南区要対協会議に参加し、関係機関や民生委員等へ周知活動を行った。 

職
員
育
成
・
雇
用
状
況 

・横浜市所定研修へ非常勤職員含め参加し、職員全体でフィードバックを行った。 

・事業所内研修もオンラインを活用し充実させ、職員全体のスキルアップを図った。 

・事業移行に向けて職員を募集し、令和８年有資格者新規雇用へと繋がった。 

 

予
算
の
達
成
状
況 

・教科書改訂に伴い、新しい補助教材や子どもの発達段階に合わせた教材を購入した。 

・子どもたちの興味関心を聞きながら、新しい玩具を随時購入した。 

・オンライン研修や利用児のオンライン学習を充実させるため、PC周辺機器を購入した。 

・利用児童が前年度より少なかったため、人員配置にも余裕があり充実した支援を行うことができた。 

・定期的にフードバンクを活用し、利用児への食事やおやつを提供し経費削減に努めた。 

特
記
事
項 

・学校の長期休み期間は利用児のニーズに合わせた開所時間の設定を行った。 

・利用児へ衛生習慣を身に付ける支援や食育を含めた調理体験で生活支援を充実させた。 

・令和８年度の事業移行に向けて、制度理解や事業移行準備を行った。 

・法人内事業所と連携しながら、地域で交流のある支援者として役割を担うことができた。 
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